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岩谷産業株式会社 

 
本内容は、法令及び当社定款第 16 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.iwatani.co.jp/）に掲載しております。 
会計監査人及び監査役が監査報告を作成する際に行った監査の対象に含まれています。 



会社の体制及び方針に関する事項
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、創業以来、「世の中に必要な人間となれ、世の中に必要なものこそ栄える」を企業理念として掲げ、
常に世の中が求める新しい価値、お客様が求める価値の創造に努め、社会に貢献することを目指しています。
株主様、お取引先様、従業員などからの信頼と期待に応えることが会社繁栄の絶対条件と考え日々の事業

経営に取り組んでおります。
この企業理念を踏まえ、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり内部統制システム基本方針を

定め、当社及び当社子会社から成る企業集団（以下、当社グループという）の業務の適正を確保するための
体制を構築・運用しております。
① 当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社では、取締役会は、取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保し、会社の
業務執行を適正かつ健全に行うため、実効性ある内部統制システムと遵法体制の構築・運用に努めます。
監査役会は、課題の早期発見と是正に向けて、会社の業務執行を監視します。
また、当社グループの事業活動における遵法体制の徹底、強化のために、「コンプライアンス委員会」

を設置し、法令遵守の徹底を図ります。さらに、あらゆる事業活動の局面においてグループの経営者、
従業員が遵守すべき規範である「イワタニ企業倫理綱領」により、経営理念や倫理観・価値観を共有する
とともに、コンプライアンス研修を実施することで、コンプライアンス意識の向上を図ります。
財務報告の信頼性確保に向けては、金融商品取引法及び関係法令に基づき、当社グループの財務報告に

係る内部統制システム構築の基本的計画及び方針を定め、グループ全体で十分な体制の構築と適切な運用
に努めます。
市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、毅然とした姿勢で対処することを当社グルー

プの行動指針として制定するとともに、平素より対応統括部署を定め外部専門機関と連携し、不当要求へ
の対応、反社会的勢力に関する情報収集を行います。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、取締役会、取締役・執行役員合同会議等の
議案書・議事録、その他その職務の執行に係る情報を法令・社内規程の定めるところに従い、適切に保
存し、かつ管理します。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループの損失の危険の管理体制として、社長直轄の組織として「危機管理委員会」を設置し、
グループ全体のリスクを統合的に管理します。当委員会の傘下には、コンプライアンス、工場保安等の
想定される主要なリスクに対応する個別委員会を設け、顕在ないし潜在する企業危機への総合的な対応
を行います。
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④ 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループの中期経営計画を策定し、連結ベースでの経営指標及び業績管理指標を導入するととも
に、グループ企業の経営を統括する部門を設置し、グループ全体の基本戦略や経営課題を討議するための
会議を定期的に開催します。
当社では、取締役の職務の執行を効率的に行うために執行役員制度を導入し、経営の意思決定の迅速化

と権限の委譲を進めることにより、取締役会のもつ企業戦略の意思決定機能及び監督機能を強化し、より
効率的な経営を推進します。
また、職務分掌に係る規程、決裁に係る規程に基づき、職務の執行の効率化を図り、併せて基幹系情報

システムの活用により、経営資源の統合的な管理と全社的な業務の効率化に取り組みます。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は「グループ経営に関する規程」に基づき、グループ企業の経営計画・年度予算等、経営の重要事
項に関する事前承認事項やその他の事業活動の報告事項を定め、定期的な報告に加え、異常事態発生時に
は迅速な報告を義務付けることで、業務の適正を確保します。
当社グループの事業活動の行動規範である「イワタニ企業倫理綱領」を周知徹底することで、グループ

全体のコンプライアンス意識の向上を図ります。
また、「監査部」を設置し、監査役会と密接な関係・連携を持って内部監査を定期的に実施し、グルー

プ全体の事業活動が適正かつ効率的に行われているかどうかを監査します。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
専任の監査役担当を配置し、監査役の補助者及び監査役会の事務局として、監査業務や監査役会の運営
を補助します。

⑦ 当社の監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する監査役の指示の
実効性の確保に関する事項
監査役担当の人事については、監査役会の意見を尊重した上で決定することとし、取締役からの独立性
を確保します。また、業務の遂行に当たっては監査役の指揮命令に従います。
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⑧ 当社グループの取締役等及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制
当社の取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、取締役・執行役員合同会議で決議
された事項、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、当社グループにおける内部監査の実施状況、内
部通報制度の運用状況、その他監査役にその職務遂行上報告する必要があると判断した事項について速
やかに適切な報告を行うものとします。
また、当社の監査役は、グループ企業の監査役より内部統制の状況等につき定期的に報告を受ける他、

会計監査人から会計監査内容につき説明を受ける等、情報の交換を行います。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するため
の体制
当社は、前号の報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを
禁止し、周知徹底します。

⑩ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または償還の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用を負担するため、監査計画に基づき予算を計上しま
す。
また、監査役は、緊急または臨時に支出した費用については、事後、会社に償還を請求することができ

ます。

⑪ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
常勤監査役が全ての取締役会、取締役・執行役員合同会議などの重要な会議に出席することに加え、監
査役及び監査役会は、代表取締役並びに会計監査人とそれぞれ定期的に会合を持つことで、会社の業務執
行を監査する上での実効性を高めます。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① コンプライアンスについて

当社グループでは、企業理念に基づく具体的行動規範「イワタニ企業倫理綱領」を定め、冊子や電子掲
示板を通じてグループ全体への周知徹底に努めました。また、コンプライアンス委員会を年２回開催し、
法令遵守に係る研修の実施状況、労務管理対応、法改正等について確認し、法令遵守の徹底を図りまし
た。その他、当社従業員を対象とした法務研修や、グループ会社での経営者・新任役員・管理職研修を通
してコンプライアンス意識の向上に努めました。反社会的勢力との関係遮断については、平素より対応統
括部署にて外部専門機関と連携し情報収集に当たるとともに、行動指針を定め冊子として従業員に配布し
ております。

② リスク管理について
「危機管理委員会運営規程」に基づき危機管理委員会を年１回開催し、その分科会であるコンプライア
ンス委員会や工場保安委員会等、８委員会からの報告を受け、顕在ないし潜在する企業危機への管理状況
を確認し、適切な対応を行いました。

③ 取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について
当社グループは、2024年３月期を最終年度とする中期経営計画「ＰＬＡＮ２３」を策定し、連結ベー

スでの経営指標及び業績管理を行っています。経営幹部が出席して年に１回開催する経営戦略会議ではグ
ループ全体の基本戦略や経営課題を討議しました。取締役等の職務の執行については、効率的に行うため
に執行役員制度を導入し、経営の意思決定の迅速化と権限の委譲を進めています。本年度は取締役・執行
役員合同会議を年１２回開催し、職務規程、業務執行規程及び決裁基準に基づき効率的な意思決定を図り
ました。また、取締役会の実効性の維持・向上のために、取締役、監査役に対しアンケートを実施し、当
社取締役会の機能向上に取り組むとともに、取締役、執行役員に対し取締役会の職務や責任等に関するト
レーニングプログラムを定期的に行うことで、必要な知識の習得や適切な更新等の研鑽の機会を提供して
います。

④ 内部統制・内部監査全般の活動状況について
当社グループは、「内部統制システムの基本方針」に基づき、当社グループにおける内部統制評価の整

備・運用の支援及び財務諸表に係る内部統制評価を行い、内部統制システムの充実を図るとともに、重要
な問題が発見された場合は代表取締役へ報告し、適時かつ適正に改善を指導しています。また内部監査に
ついては、年間の監査計画に基づき当社グループの内部監査を実施し、監査結果を代表取締役及び監査役
へ報告しています。
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⑤ 監査役監査の実効性について
監査役は取締役会、取締役・執行役員合同会議、その他重要な会議に出席し、代表取締役との会合を通
じて法定事項、決議された事項、当社グループに重大な影響を及ぼす事項の監視・監督を行っています。
また、会計監査人より事業年度の監査計画や監査結果の定期報告を受けるとともに、グループ企業の監

査役とは、年２回グループ監査役協議会を開催していましたが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響
を受けて、開催できなかったため、書面提出を求め、年２回（上期・下期）調査を行い、情報連携を図る
ことで監査の実効性を確保しています。

⑥ 子会社管理について
グループ会社の経営計画、年度予算、その他事業運営に関する重要な事項について事前承認や報告を

「グループ経営に関する規程」に定めており、各社は規程に則り必要に応じて管轄部署と協議の上、当社
に対し事前承認や報告を行っております。
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（3）株式会社の支配に関する基本方針
① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（概要）

当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの企業価値の向上・
株主共同の利益の実現に資する者が望ましいと考えますが、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべ
きと考えます。
また、当社は金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を

尊重し、特定の者による当社株式等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値の向上ひいて
は株主共同の利益の実現に資するものである限り、否定的な見解を有するものではありません。
ただし、当社グループの企業価値・株主共同の利益を損なう又は損なう恐れの強い株式等の大規模買付

行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切でないと考えております。
このため、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、不適切な株式等の大規模買付提
案に対する一定の備えを設けるとともに、株式等の大規模買付提案について株主の皆様が判断をされるた
めに必要な時間や情報の確保、株式等の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えます。

② 基本方針実現のための取り組み
（イ）基本方針の実現に資する取り組み

当社は、上記基本方針の実現に資する取り組みとして、2024年３月期を最終年度とする中期経営計
画「ＰＬＡＮ２３」を策定し、「脱炭素社会に向けた戦略投資の強化」と「デジタル化の推進」に取り
組んでおります。
具体的には、基本戦略として以下の３つを掲げております。

ａ）脱炭素社会に向けた取り組み強化
・水素エネルギー社会の推進
・環境商品の拡販

ｂ）エネルギー生活総合サービス事業者への進化
・顧客基盤の拡充
・ＢtoＣ事業の拡大
・イワタニゲートウェイによる地域サービスの構築

ｃ）海外事業の拡大
・供給体制／メーカー機能の強化
・カートリッジガス事業の強化
・米国での産業ガス・機械事業の拡大
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また、当社の利益配分に関する基本方針につきましては、安定的な配当により株主の皆様へ還元
すると同時に、成長戦略を支えるための投資等に活用し、企業価値の最大化を図ることで株主の皆
様のご期待に応えて参ります。
当社はこれらの取り組みを着実に実行し、「世の中に必要とされる企業」であり続けることによ
り、当社グループの企業価値の向上、ひいては株主共同の利益の実現に資することができるものと
考えております。

（ロ）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
するための取り組み
当社は、2020年６月24日開催の第77回定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただき、

「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を継続いたしました。概要は以下のと
おりです。
a） 独立委員会の設置

取締役会の恣意的な判断を排し、判断及び対応の客観性及び合理性を担保することを目的とし
て、取締役会から独立した諮問機関である独立委員会を設置しております。

b） 対象となる大規模買付行為
当社が発行する株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付行為を対象と

します。
c） 必要情報の提供

当社取締役会は、大規模買付者より、大規模買付行為に対する株主の皆様のご判断のために
必要かつ十分な情報の提供を受けます。また、提出を受けた全ての情報を独立委員会に提供し
ます。

d） 取締役会評価期間
当社取締役会は、必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、もしくは必要情報が十分に

揃わない場合であっても回答期限に到達した場合には、速やかに開示します。また、60日間又は
90日間の評価期間（最大30日間の延長が可能）を設定し、当社の企業価値・株主共同の利益の
確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討を行います。
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e） 対抗措置の発動を勧告する場合
独立委員会は、取締役会評価期間内に当社取締役会に対して、対抗措置の発動の是非に関する

勧告を行います。
ⅰ）対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、大規模買付者が手続きを遵守しなかった場合、又は大規模買付行為が当社の
企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合には、当社取締役会に対して、
対抗措置の発動を勧告します。

ⅱ）対抗措置の不発動を勧告する場合
ⅰ)に定める場合を除き、独立委員会は、対抗措置の不発動を勧告します。

f） 取締役会の決議
当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、当社の企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の観点から、速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行います。
g） 対抗措置の具体的内容

大規模買付者のみが行使できない新株予約権を、株主へ無償で割当てることを対抗措置としま
す。

h） 有効期間、変更及び廃止
本買収防衛策の有効期間は、2023年６月開催予定の定時株主総会終結の時までです。ただし、

有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において変更又は廃止の決議がなされた場合には、
その時点で変更又は廃止されます。また、当社取締役会により廃止の決議がなされた場合には、
その時点で廃止されるものとします。
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③ 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
当社の中期経営計画等の各施策及び本買収防衛策の導入は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・
向上の目的を持って実施されているものであり、基本方針に沿うものです。
また、本買収防衛策は、導入において株主総会の承認を受けていること、取締役会から独立した独立委

員会が対抗措置の発動の是非を勧告すること、対抗措置の発動要件が合理的・客観的であり取締役会によ
る恣意的な発動を防ぐ仕組みとなっていること、並びに、株主総会又は取締役会により廃止できることな
どにより、合理性が担保されており、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 35,096 31,766 149,289 △1,514 214,638
会計方針の変更による
累積的影響額 1,735 1,735
会計方針の変更を反映した
当期首残高 35,096 31,766 151,025 △1,514 216,373
当期変動額
剰余金の配当 △4,317 △4,317
親会社株主に帰属する当期純利益 29,964 29,964
自己株式の取得 △26 △26
自己株式の処分 44 12 56
連結子会社株式の取得による持分の増減 △1 △1
持分法適用会社に対する
持分変動に伴う自己株式の増減 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 43 25,647 △14 25,676
当期末残高 35,096 31,809 176,672 △1,528 242,050

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 25,501 2,373 △683 595 27,786 9,426 251,851
会計方針の変更による
累積的影響額 1,735
会計方針の変更を反映した
当期首残高 25,501 2,373 △683 595 27,786 9,426 253,586

当期変動額
剰余金の配当 △4,317
親会社株主に帰属する当期純利益 29,964
自己株式の取得 △26
自己株式の処分 56
連結子会社株式の取得による持分の増減 △1
持分法適用会社に対する
持分変動に伴う自己株式の増減 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,050 261 3,161 △81 291 752 1,044

当期変動額合計 △3,050 261 3,161 △81 291 752 26,720
当期末残高 22,450 2,635 2,478 513 28,078 10,179 280,307
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
（イ）連結子会社の数 102社
（ロ）主要な連結子会社の名称

主要な連結子会社の名称については、事業報告中「１．企業集団の現況に関する事項（5）重要な親会
社及び子会社の状況②重要な子会社の状況」に記載しております。
なお、当連結会計年度に連結子会社が１社増加しました。
増加については、重要性が増したことにより、新たに連結の範囲に含めたものです。

（2）主要な非連結子会社名及び連結の範囲から除いた理由
イワタニガスエンジニアリング㈱ほか非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産の合計額、売上高
の合計額、当期純損益の合計額（持分に見合う額）及び利益剰余金等の合計額（持分に見合う額）は、
いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なり、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社
の計算書類を使用している子会社は次のとおりであります。

連 結 子 会 社 名 決算日

DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO., LTD.
（大 連 岩 谷 气 体 机 具 有 限 公 司） 12月末日

そ の 他 の 海 外 子 会 社 28社 12月末日

（4）議決権の過半数を自己の計算において所有している会社のうち子会社としなかった会社名と理由
該当事項はありません。

（5）支配が一時的であると認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益に関する
事項
該当事項はありません。

（6）開示対象特別目的会社に関する事項
該当事項はありません。
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２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した会社名と数

イワタニ福岡ガスセンター㈱等非連結子会社59社、日鉱液化ガス㈱等関連会社37社、合計96社の投資
については持分法を適用しております。
なお、当連結会計年度に持分法適用会社が８社増加し、２社減少しました。
増加については、２社は株式購入によるもの、１社は株式を購入した会社が有する子会社を新たに持分
法適用の範囲に含めたもの、５社は新規設立によるものです。
減少については、１社は重要性が増したことにより新たに連結の範囲に含めたもの、１社は連結子会社
との合併によるものです。

（2）持分法を適用しない会社名と理由
持分法を適用していない関連会社の主要な会社は次のとおりであります。

甲賀協同ガス㈱
静岡ガスセンター㈱
大阪マルヰガス㈱

これらの関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（3）議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関連会社と
しなかった会社名と理由
該当事項はありません。

（4）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項
決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の事業年度に係る計算書類を使用してお
ります。
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３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券

1）満期保有目的の債券………償却原価法（定額法)
2）その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの…………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

・市場価格のない株式等…………主として移動平均法による原価法
（ロ）デリバティブ…………………時価法
（ハ）棚卸資産

通常の販売目的で保有する
棚卸資産……………………評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

1）商品
主として先入先出法

2）製品・仕掛品・原材料・貯蔵品
主として移動平均法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産…………………主として定率法

（リース資産を除く） ただし、以下のものは定額法
1）当社の堺ＬＰＧ貯蔵基地、水素ステーションに係る有形固定資産
2）一部の連結子会社の高圧ガス製造設備等
3）1998年４月１日以後に取得した建物

(建物附属設備を除く)
4）2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

（ロ）無形固定資産…………………定額法
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法

（ハ）リース資産
所有権移転外
ファイナンス・リース……リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

なお、リース契約１件あたりのリース料総額が３百万円以下の所有権移
転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。

（ニ）長期前払費用…………………均等償却
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（3）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金……………………売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金……………………従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額を計上しております。
（ハ）役員退職慰労引当金…………一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。
（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（イ）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12～14年）によ
る定額法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12～14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（ロ）重要なヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理の要件を満たしている場
合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して
おります。

（ハ）のれんの償却に関する事項
のれんについては、発生の連結会計年度より10年以内で均等償却を行っております。
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（ニ）収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社及び連結子会社のセグメントごとの主要な事業内容は下記のとおりです。
総合エネルギー事業は、民生用ＬＰガスや、工場で使用される産業用のＬＰガス・ＬＮＧ及びカセッ
トこんろ・ボンベや富士の湧水などの生活関連商品やガス関連機器を販売しています。
産業ガス・機械事業は、エアセパレートガス（酸素・窒素・アルゴン）、水素、ヘリウム、炭酸ガス、
半導体材料ガスや医療用ガスなどの産業ガス及び各種ガス製造・供給設備、ＦＡシステム、溶接装置、
半導体製造装置、環境機器などの機械を販売しています。
マテリアル事業は、樹脂原料や樹脂製品、ミネラルサンドなどの資源、ステンレスや非鉄金属、二次
電池材料等を販売しています。
自然産業事業は、液化窒素などの冷熱を利用した事業・商品開発の一環として冷凍食品の販売を行う
とともに、種豚や農業及び畜産設備などを販売しています。
当社及び連結子会社は、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取引単位と
して履行義務を識別しています。
履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が、特定された
財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価
の総額で連結計算書類に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供される
ように手配する履行義務である場合には、代理人として収益を純額で連結計算書類に表示しています。
取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社及び連結子会社が権利を得ると見
込んでいる対価の金額であり、当社及び連結子会社が第三者のために回収する額を除いています。ま
た、顧客からの取引の対価は、財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね1年以内に受領してお
り、重要な金融要素は含んでいません。
主な取引のうち、ＬＰガスの収益認識における検針日基準（検針により顧客のＬＰガスの使用量に基
づく収益計上を行う方法）については、決算月の検針日から決算日までに生じた収益を合理的に見積
もったうえで計上しております。
なお、商品及び製品の販売については引渡時点において顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得
し、履行義務が充足されると判断していることから、商品及び製品の引渡時点で収益を認識しており
ます。また、商品及び製品の国内の販売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転
される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（ホ）連結計算書類に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日改正）
を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準等の適用
による主な変更点は以下のとおりです。
・代理人取引
顧客から受け取る対価の総額で収益を認識していた一部の取引について、顧客への財又はサービスの提供
における当社の役割を判断した結果、代理人と判定された取引については、総額から仕入先に対する支払
額等を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。

・交換取引
同様の性質及び価値を持つＬＰガス等を同業他社間で融通する取引（いわゆる交換取引）について、従来
は総額で収益を認識しておりましたが、純額で認識する方法に変更しております。
・有償支給取引
有償支給取引のうち、支給品の買戻し義務を負っている取引については、当該支給品の譲渡に係る収益を
認識しておりません。
・ＬＰガスに関する収益認識
検針日基準（検針により顧客のＬＰガスの使用量に基づく収益計上を行う方法）については、決算月の検
針日から決算日までに生じた収益を合理的に見積もったうえで計上しております。

当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類
となっております。

この結果、当連結会計年度の期首において、利益剰余金が1,735百万円増加しております。また前連結会
計年度の売上高は73,366百万円、売上原価は72,732百万円、営業利益は633百万円、経常利益及び税金
等調整前当期純利益はそれぞれ254百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は176百万円減少しており
ます。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、連結計算書類に与える
影響はありません。また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する
事項等の注記を行うこととしました。
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表示方法の変更に関する注記

連結損益計算書
前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めておりました「業務受託料」（前連結会計年度610百
万円）については、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

会計上の見積りに関する注記

１.繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 7,085百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
繰延税金資産の計上については、将来の利益計画に基づいた課税所得の見積りを実施したうえで、将来の
税金負担額を軽減する効果があるかどうかにより判断を行い、回収可能性の高い金額について計上を行っ
ております。

② 算出仮定
繰延税金資産の計上については、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」第６項に基づいて将来の
税金負担額を軽減する効果を有するかどうか、当社及び連結子会社ごとに判断を行っております。
特に、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性については過去の業績や納税状況、将来の業
績予測等を総合的に勘案したうえで、将来の一時差異等加減算前課税所得について合理的に見積りを行っ
ております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
経済環境等の変化により当該課税所得の見積りについて見直しが必要となった場合、繰延税金資産が減額
される可能性があります。

２.固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
減損損失（土地） 129百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
固定資産の減損については、「固定資産の減損に関する会計基準」に基づき、資産の収益性の低下により投
資額の回収が見込めなくなった状況にある固定資産については回収可能性を反映させるように回収可能価
額を見積り、帳簿価額を減額する処理を行っております。
② 算出仮定
減損損失の認識及び測定に用いられる将来キャッシュ・フローについては、将来の利益計画に基づき、経
営環境等の外部要因に関する情報や売上見込み及び予算等の内部情報との整合性及び資産グループの現在
の使用状況や使用計画等を考慮したうえで合理的に見積りを行っております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りの前提となる将来の利益計画等について、条件の見直しが必要となった場合には、追加の減損
損失が発生する可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産
（1）債務の担保に供している資産は次のとおりです。
（差入資産の種類）

建 物 及 び 構 築 物 678百万円
土 地 520 〃
投 資 有 価 証 券 157 〃
合 計 1,357百万円

（債務の種類）
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 881百万円
短 期 借 入 金 140 〃
長 期 借 入 金
（１年内返済予定分を含む） 93 〃

合 計 1,114百万円

（2）第三者の借入等に対する担保に供している資産は次のとおりです。
（差入資産の種類）

投 資 有 価 証 券 480百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 242,375百万円

３．圧縮記帳額
国庫補助金等による圧縮記帳額は7,208百万円であり、連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除し
ております。なお、内訳は次のとおりです。
建 物 及 び 構 築 物 752百万円
貯 蔵 設 備 421 〃
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 5,736 〃
工 具、 器 具 及 び 備 品 78 〃
土 地 25 〃
ソ フ ト ウ エ ア
（無形固定資産「その他」） 7 〃

借 地 権
（無形固定資産「その他」） 186 〃

合 計 7,208百万円
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４．保証債務
下記の関係会社等の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

（関係会社）
蘇州金生機能材料有限公司 51百万円
小 計 51百万円

（ローン関係）
住 宅 ロ ー ン 1百万円
小 計 1百万円
合 計 52百万円

５．受取手形割引高
受 取 手 形 割 引 高 182百万円

連結損益計算書に関する注記

顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と
の契約から生じる収益の金額は、「収益認識に関する注記 １．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」
に記載しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 58,561,649 － － 58,561,649

２．自己株式の数に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 1,048,943 5,353 8,900 1,045,396

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 2,568株
持分法適用会社が取得したこと等による
自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加 2,785株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬制度としての自己株式の処分
による減少 8,900株

３．剰余金の配当に関する事項
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

2021年６月23日
定時株主総会 普通株式 4,317 75 2021年３月31日 2021年６月24日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年６月22日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 4,893 85 2022年３月31日 2022年６月23日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金の運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入や社債の発
行により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を
行っております。
社債及び長期借入金の使途は、設備投資資金等であります。なお、デリバティブは社内管理規程に従い実
需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

投資有価証券
①その他有価証券 52,182 52,182 －
②関係会社株式 7,357 6,526 △831
③満期保有目的の債券 180 169 △10

資産 計 59,720 58,878 △841
（1）社債 10,000 9,835 △164
（2）長期借入金 66,315 65,642 △673

負債 計 76,315 75,478 △837
デリバティブ取引※
①ヘッジ会計が適用されていないもの (57) (57) －
②ヘッジ会計が適用されているもの 3,718 3,718 －

デリバティブ取引 計 3,661 3,661 －
※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については、（ ）で示しております。

（注）１.「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２.「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」及び 「短期
借入金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。
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３.市場価格のない株式等は「投資有価証券」に含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,503

関係会社株式 14,275

関係会社出資金 3,292

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 52,182 － － 52,182

資産計 52,182 － － 52,182

デリバティブ取引

①通貨関連 － 3,492 － 3,492

②コモディティ

デリバティブ
－ 168 － 168

デリバティブ計 － 3,661 － 3,661
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

①関係会社株式 6,526 － － 6,526

②満期保有目的の債券 － 169 － 169

資産計 6,526 169 － 6,695

（1）社債 － 9,835 － 9,835

（2）長期借入金 － 65,642 － 65,642

負債計 － 75,478 － 75,478

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式と関係会社株式の一部については活発な市
場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
満期保有目的の債券の時価は、元利金の合計額を一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フ
ローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算
定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に
分類しております。
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

社債
社債の時価は、元利金の合計額を一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利
回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、そ
の時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計総合

エネルギー
事業

産業ガス・
機械事業

マテリアル
事業

自然産業
事業 計

日本 315,731 137,834 118,383 23,329 595,278 3,424 598,703

東アジア 11,044 31,796 13,290 44 56,175 170 56,345

東南アジア 36 11,160 9,887 2 21,087 － 21,087

その他の地域 363 3,540 9,413 － 13,317 － 13,317
顧客との契約
から生じる収益 327,175 184,332 150,974 23,376 685,858 3,595 689,453

その他の収益 － － － － － 938 938
外部顧客への
売上高 327,175 184,332 150,974 23,376 685,858 4,534 690,392
（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融、保険、運送、

情報処理等を含んでおります。
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域
(1) 東アジア…………中国、台湾、韓国
(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム
(3) その他の地域……米国、オーストラリア

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「３．会計方針に関する事項 （4）その他連結計算書類の作成
のための基本となる重要な事項 （ニ）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

契約負債は主に顧客に財又はサービスを移転する義務のうち、顧客から受け取った前受金に関するもの
で、連結計算書類において、流動負債「その他」に含めて表示しております。期首に計上されていた契約
負債残高は概ね１年以内に収益を認識し、取り崩されています。顧客との契約から生じた債権及び契約負
債の残高は以下のとおりです。

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 128,767
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 151,490
契約負債（期首残高） 4,207
契約負債（期末残高） 4,286

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社においては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。 また、顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。なお、残存履行義務
に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契
約のため、注記の対象に含めておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 4,696円 56銭
１株当たり当期純利益 520円 98銭
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重要な後発事象に関する注記

（株式取得による会社等の買収）
当社は、2022年１月28日の取締役会において、トキコシステムソリューションズ株式会社の全株式を取得す
ることを決議いたしました。当該決議に基づき、同日付でポラリス・キャピタル・グループ株式会社と株式譲
渡契約を締結し、2022年４月１日付で全株式を取得いたしました。
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称 トキコシステムソリューションズ株式会社

（2）事業の内容 エネルギーステーション建設事業
エンジニアリング事業
環境事業
保守サービス事業
医療機器事業
各種製品

（3）規模 資本金 25億円
売上高 212億円（2021年３月期）

（4）企業結合を行った主な理由
トキコシステムソリューションズ株式会社は、燃料油や各種ガス等の「流体」を計測・制御する技術を有し、
工業用流量計などの製造販売で強固な事業基盤を持つと共に、エネルギーステーション等の建設ノウハウを
有する産業・エネルギーインフラ関連企業です。また、燃料電池自動車（ＦＣＶ）向け水素ディスペンサー
の開発・製造・販売に強みを有しており、水素供給インフラを支える国内有数の企業です。
本株式取得により、同社が持つメーカー・エンジニアリング機能、幅広い領域の製品・サービス・ソリュー
ションと、当社が持つエネルギー・水素事業との連携によるシナジー効果を発揮させることで、更なる事業
拡大が見込めると判断し、同社の株式取得を決定いたしました。

（5）企業結合日
2022年４月１日

（6）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（7）結合後の企業名称
変更はありません。

（8）取得した議決権比率
100％

（9）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによります。
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２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 16,819百万円

取得原価 16,819百万円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに関する報酬・手数料等 284百万円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５．取得した資産および負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

（株式の取得）
当社は、2022年４月25日の取締役会において、東京ガスリキッドホールディングス株式会社と株式会社ＩＮ
ＰＥＸが保有する東京ガスエネルギー株式会社の全株式を取得すること及び東京ガスリキッドホールディング
ス株式会社が保有する東京ガスＬＰＧターミナル株式会社の株式49％を取得することを決議し、同日付で株式
譲渡契約を締結しました。なお、本株式譲渡は2022年６月までに完了する予定です。

１．株式取得の目的
東京ガスエネルギー株式会社は、1960年に東京ガス株式会社のＬＰガス販売会社として設立されて以来、
関東・首都圏地域でのＬＰガス供給ネットワークを構築し、ご家庭や産業用のお客様にＬＰガスを供給して
きました。さらに、エネライフブランドのもと、特約店と連携した販売ネットワークも構築しています。
本株式取得により、関東・首都圏地域において集中的に事業展開している東京ガスエネルギー株式会社が、
ＬＰガス事業を全国展開する当社グループになることにより、広域関東圏における当社の事業規模が大きく
拡大します。さらには、両社の保有するガス調達機能や卸機能、物販機能の連携強化により、ＬＰガスの安
定供給はもとより、営業効率化や物流合理化、業務効率化などさまざまなシナジー効果が期待できると判断
し、同社の株式取得を決定いたしました。

２．被取得企業の概要

名称 東京ガスエネルギー株式会社 東京ガスＬＰＧターミナル株式会社

事業内容
ＬＰガス卸販売
ＬＰガス直売
自動車用ＬＰガスの販売
その他(ガス器具販売、設備工事等)

ＬＰガスの貯蔵・出荷事業

規模 資本金 10億円
売上高 216億円 （2021年３月期） －
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金

利 益
剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

当期首残高 35,096 20,100 12,988 33,088 275 79,082 79,357 △1,421 146,120
会計方針の変更による
累積的影響額 447 447 447
会計方針の変更を反映した
当期首残高 35,096 20,100 12,988 33,088 275 79,529 79,804 △1,421 146,568
当期変動額
剰余金の配当 △4,317 △4,317 △4,317
当期純利益 25,207 25,207 25,207
固定資産圧縮積立金の取崩 △9 9 － －
自己株式の取得 △16 △16
自己株式の処分 44 44 12 56
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 44 44 △9 20,898 20,889 △4 20,930
当期末残高 35,096 20,100 13,033 33,133 266 100,428 100,694 △1,425 167,498

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等
合 計

当期首残高 24,471 2,300 26,771 172,892
会計方針の変更による
累積的影響額 447
会計方針の変更を反映した
当期首残高 24,471 2,300 26,771 173,340
当期変動額
剰余金の配当 △4,317
当期純利益 25,207
固定資産圧縮積立金の取崩 －
自己株式の取得 △16
自己株式の処分 56
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,024 455 △2,569 △2,569

当期変動額合計 △3,024 455 △2,569 18,361
当期末残高 21,447 2,755 24,202 191,701
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
（イ）子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
（ロ）満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
（ハ）その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの………………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
（2）デリバティブ………………………時価法
（3）棚卸資産

通常の販売目的で保有する
棚卸資産…………………………評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品
先入先出法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産………………………定率法

（リース資産を除く） ただし、以下のものは定額法
（イ）堺ＬＰＧ貯蔵基地、水素ステーションに係る有形固定資産
（ロ）1998年４月１日以後に取得した建物

（建物附属設備を除く）
（ハ）2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

（2）無形固定資産………………………定額法
（リース資産を除く） なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法
（3）リース資産

所有権移転外
ファイナンス・リース…………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

なお、リース契約１件あたりのリース料総額が３百万円以下の所有権移
転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。

（4）長期前払費用………………………均等償却
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金…………………………売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額を計上しておりま
す。

（3）退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（14年）による定額法により按分した額を費用処理しており
ます。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における
取り扱いが連結貸借対照表と異なります。

４．収益及び費用の計上基準
当社は以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社のセグメントごとの主要な事業内容は下記のとおりです。
総合エネルギー事業は、民生用ＬＰガスや、工場で使用される産業用のＬＰガス・ＬＮＧ及びカセッ
トこんろ・ボンベや富士の湧水などの生活関連商品やガス関連機器を販売しています。
産業ガス・機械事業は、エアセパレートガス（酸素・窒素・アルゴン）、水素、ヘリウム、炭酸ガス、
半導体材料ガスや医療用ガスなどの産業ガス及び各種ガス製造・供給設備、ＦＡシステム、溶接装置、
半導体製造装置、環境機器などの機械を販売しています。
マテリアル事業は、樹脂原料や樹脂製品、ミネラルサンドなどの資源、ステンレスや非鉄金属、二次
電池材料等を販売しています。
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自然産業事業は、液化窒素などの冷熱を利用した事業・商品開発の一環として冷凍食品の販売を行う
とともに、種豚や農業及び畜産設備などを販売しています。
当社は、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取引単位として履行義務を
識別しています。
履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が、特定された
財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価
の総額で計算書類に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供されるよう
に手配する履行義務である場合には、代理人として収益を純額で計算書類に表示しています。
取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社が権利を得ると見込んでいる対価
の金額であり、当社が第三者のために回収する額を除いています。また、顧客からの取引の対価は、
財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね1年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでいま
せん。
主な取引のうち、ＬＰガスの収益認識における検針日基準（検針により顧客のＬＰガスの使用量に基
づく収益計上を行う方法）については、決算月の検針日から決算日までに生じた収益を合理的に見積
もったうえで計上しております。
なお、商品の販売については引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充
足されると判断していることから、商品の引渡時点で収益を認識しております。また、商品の国内の
販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合
には、出荷時に収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理の要件を満たしている場合
は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており
ます。

（2）繰延資産の処理方法
社債発行費
支出時に全額費用として処理しております。

（3）計算書類に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日改正）
を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ
スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準等の適用によ
る主な変更点は以下のとおりです。
・代理人取引
顧客から受け取る対価の総額で収益を認識していた一部の取引について、顧客への財又はサービスの提供
における当社の役割を判断した結果、代理人と判定された取引については、総額から仕入先に対する支払
額等を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。

・交換取引
同様の性質及び価値を持つＬＰガス等を同業他社間で融通する取引（いわゆる交換取引）について、従来
は総額で収益を認識しておりましたが、純額で認識する方法に変更しております。
・有償支給取引
有償支給取引のうち、支給品の買戻し義務を負っている取引については、当該支給品の譲渡に係る収益を
認識しておりません。
・ＬＰガスに関する収益認識
検針日基準（検針により顧客のＬＰガスの使用量に基づく収益計上を行う方法）については、決算月の検
針日から決算日までに生じた収益を合理的に見積もったうえで計上しております。

当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の計算書類となって
おります。

この結果、当事業年度の期首において、繰越利益剰余金が447百万円増加しております。また前事業年度
の売上高は79,458百万円、売上原価は79,101百万円、営業利益は356百万円減少しており、経常利益及
び税引前当期純利益はそれぞれ15百万円、当期純利益は10百万円増加しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、計算書類に与える影響はあ
りません。
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会計上の見積りに関する注記

１.繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 2,152百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
繰延税金資産の計上については、将来の利益計画に基づいた課税所得の見積りを実施したうえで、将来
の税金負担額を軽減する効果があるかどうかにより判断を行い、回収可能性の高い金額について計上を
行っております。
② 算出仮定
繰延税金資産の計上については、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」第６項に基づいて将来
の税金負担額を軽減する効果を有するかどうか、判断を行っております。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
経済環境等の変化により当該課税所得の見積りについて見直しが必要となった場合、繰延税金資産が減
額される可能性があります。

２.固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
減損損失（土地） 41百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
固定資産の減損については、「固定資産の減損に関する会計基準」に基づき、資産の収益性の低下により
投資額の回収が見込めなくなった状況にある固定資産については回収可能性を反映させるように回収可
能価額を見積り、帳簿価額を減額する処理を行っております。
② 算出仮定
減損損失の認識及び測定に用いられる将来キャッシュ・フローについては、将来の利益計画に基づき、
経営環境等の外部要因に関する情報や売上見込み及び予算等の内部情報との整合性及び資産グループの
現在の使用状況や使用計画等を考慮したうえで合理的に見積りを行っております。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
当該見積りの前提となる将来の利益計画等について、条件の見直しが必要となった場合には、追加の減
損損失が発生する可能性があります。
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貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産
第三者の借入等に対する担保に供している資産は次のとおりです。
（差入資産の種類）
投 資 有 価 証 券 480百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 89,975百万円

３．圧縮記帳額
国庫補助金等による圧縮記帳額は5,452百万円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除して
おります。なお、内訳は次のとおりです。
建 物 287百万円
構 築 物 204 〃
貯 蔵 設 備 421 〃
機 械 及 び 装 置 4,175 〃
車 両 運 搬 具 83 〃
工 具、 器 具 及 び 備 品 68 〃
土 地 25 〃
借 地 権 185 〃
合 計 5,452百万円

４．保証債務
下記の関係会社の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。
(関係会社)
米 国 岩 谷 会 社 2,288百万円
イワタニインダストリアルガスインドネシア会社 722 〃
山口リキッドハイドロジェン㈱ 314 〃
合 計 3,325百万円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務で、区分掲記されたもの以外は次のとおりであります。
短 期 金 銭 債 権 27,506百万円
長 期 金 銭 債 権 980百万円
短 期 金 銭 債 務 15,178百万円
長 期 金 銭 債 務 58百万円
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損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売 上 高 117,815百万円
仕 入 高 69,160百万円
そ の 他 の 営 業 取 引 高 29,898百万円
営業取引以外の取引高 11,153百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 996,615 2,568 8,900 990,283

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 2,568株
減少数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬制度としての自己株式の処分による減少 8,900株
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 155百万円
賞与引当金 649 〃
未払事業税 336 〃
投資有価証券評価損 230 〃
関係会社株式評価損 41 〃
減損損失 609 〃
不動産信託解約損 328 〃
退職給付引当金 270 〃
その他 2,014 〃
繰延税金資産小計 4,636百万円
評価性引当額 △2,484百万円
繰延税金資産合計 2,152百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △9,248百万円
固定資産圧縮積立金 △116 〃
繰延ヘッジ損益 △1,209 〃
その他 △384 〃
繰延税金負債合計 △10,959百万円

繰延税金負債純額 △8,807百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.5％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.4〃
住民税均等割 0.2〃
評価性引当額の増減 0.2〃
その他 △0.2〃
税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.1％
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リースにより使用する固定資産に関する注記

１．ファイナンス・リース取引
（1）リース資産の内容

有形固定資産
主として、各種高圧ガスの供給設備及び製造設備（機械及び装置）であります。

（2）リース資産の減価償却の方法
所有権移転外ファイナンス・リース
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１ 年 内 1,505百万円
１ 年 超 11,002 〃
合 計 12,507百万円

関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 岩 谷 興 産 株 式 会 社 100％
資金の借入
資金の貸付
役員の兼任

資 金 の 借 入 7,000
短期借入金 －

資 金 の 返 済 12,000
資 金 の 貸 付 16,000

短期貸付金
資 金 の 返 済 16,000
資 金 の 貸 付 －

長期貸付金 2,354
資 金 の 返 済 2,392

子会社 岩 谷 物 流 株 式 会 社 95.83％ 運送の委託
役員の兼任 運 送 の 委 託 9,776 未払金 1,052

子会社 岩谷オーストラリア会社 100％ 資金の貸付
役員の兼任

資 金 の 貸 付 －
短期貸付金 －

資 金 の 返 済 1,705
資 金 の 貸 付 3,176

長期貸付金 7,523
資 金 の 返 済 743

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．製品等の購入につきましては、一般取引条件を勘案して決定しております。

２．子会社に対する貸付金につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。
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収益認識に関する注記

・顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,329円81銭
１株当たり当期純利益 437円86銭

重要な後発事象に関する注記

（株式取得による会社等の買収）
当社は、2022年１月28日の取締役会において、トキコシステムソリューションズ株式会社の全株式を取得す
ることを決議いたしました。当該決議に基づき、同日付でポラリス・キャピタル・グループ株式会社と株式譲
渡契約を締結し、2022年４月１日付で全株式を取得いたしました。
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称 トキコシステムソリューションズ株式会社

（2）事業の内容 エネルギーステーション建設事業
エンジニアリング事業
環境事業
保守サービス事業
医療機器事業
各種製品

（3）規模 資本金 25億円
売上高 212億円（2021年３月期）

（4）企業結合を行った主な理由
トキコシステムソリューションズ株式会社は、燃料油や各種ガス等の「流体」を計測・制御する技術
を有し、工業用流量計などの製造販売で強固な事業基盤を持つと共に、エネルギーステーション等の建設ノ
ウハウを有する産業・エネルギーインフラ関連企業です。また、燃料電池自動車（ＦＣＶ）向け水素ディス
ペンサーの開発・製造・販売に強みを有しており、水素供給インフラを支える国内有数の企業です。
本株式取得により、同社が持つメーカー・エンジニアリング機能、幅広い領域の製品・サービス・ソリュー
ションと、当社が持つエネルギー・水素事業との連携によるシナジー効果を発揮させることで、更なる事業
拡大が見込めると判断し、同社の株式取得を決定いたしました。
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（5）企業結合日
2022年４月１日

（6）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（7）結合後の企業名称
変更はありません。

（8）取得した議決権比率
100％

（9）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 16,819百万円

取得原価 16,819百万円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに関する報酬・手数料等 284百万円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５．取得した資産および負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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（株式の取得）
当社は、2022年４月25日の取締役会において、東京ガスリキッドホールディングス株式会社と株式会社ＩＮ
ＰＥＸが保有する東京ガスエネルギー株式会社の全株式を取得すること及び東京ガスリキッドホールディング
ス株式会社が保有する東京ガスＬＰＧターミナル株式会社の株式49％を取得することを決議し、同日付で株式
譲渡契約を締結しました。なお、本株式譲渡は2022年６月までに完了する予定です。

１．株式取得の目的
東京ガスエネルギー株式会社は、1960年に東京ガス株式会社のＬＰガス販売会社として設立されて以来、
関東・首都圏地域でのＬＰガス供給ネットワークを構築し、ご家庭や産業用のお客様にＬＰガスを供給して
きました。さらに、エネライフブランドのもと、特約店と連携した販売ネットワークも構築しています。
本株式取得により、関東・首都圏地域において集中的に事業展開している東京ガスエネルギー株式会社が、
ＬＰガス事業を全国展開する当社グループになることにより、広域関東圏における当社の事業規模が大きく
拡大します。さらには、両社の保有するガス調達機能や卸機能、物販機能の連携強化により、ＬＰガスの安
定供給はもとより、営業効率化や物流合理化、業務効率化などさまざまなシナジー効果が期待できると判断
し、同社の株式取得を決定いたしました。

２．被取得企業の概要

名称 東京ガスエネルギー株式会社 東京ガスＬＰＧターミナル株式会社

事業内容
ＬＰガス卸販売
ＬＰガス直売
自動車用ＬＰガスの販売
その他(ガス器具販売、設備工事等)

ＬＰガスの貯蔵・出荷事業

規模 資本金 10億円
売上高 216億円（2021年３月期） －
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